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「標準的な質問票」
メタボリックシンドローム対策に着目
した 質問項目が設定されており、
フレイル等の高齢者の特性の把握が
不十分である

「後期高齢者の質問票」
フレイル等の高齢者の特性を把握するため
の新たな質問票を策定（令和元年）
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④元気高齢者対策

①頻回入院
再入院防止

②在宅療養高齢者対策
(重症化予防)

③虚弱(フレイル)高齢者対策

頻回入院等の実態把握とケア
会議等での関係者との調整

複数疾患保有者等、主に外来受診者への
重複・頻回受診、多剤投与等、フレイル状態や
疾病のコントロールが不良な高齢者

フレイルが顕在化しつつある者、
健診結果で保健指導該当・
受診推奨等の高齢者

医療や介護を受けていない
いわゆる元気な高齢者
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健康指標の分析に基づく後期高齢者における健康支援のあり方
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認知症施策関連
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厚⽣労働省 ⽼⼈保健課作成資料



社会保障審議会第94回介護保険部会 参考資料
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介護予防が重要視される背景



三菱ＵＦＪリサ－チ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞2040年︓多元的社会における地域包括ケアシステム」
（地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた制度やサービスについての調査研究）、平成30年度厚⽣労働省⽼⼈保健健康増進等事業、2019年

2040年に向けて

20〜64歳の⽣産年齢⼈⼝
1,000万⼈超減少



2040年までの人口の長期推移

令和2年度厚生労働白書

85歳以上高齢者の増加

生産年齢人口の減少



社会保障審議会第94回介護保険部会 参考資料
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予防型システムへの転換

介護予防・日常生活支援総合事業

要介護認定者数の推移



厚⽣労働省



第２号保険料

（４０～６４歳）

２９％

第１号保険料

（６５歳以上）

２１％

国

２５％

都道府県

１２．５％

市町村

１２．５％

介護予防事業の概要
○ 介護予防事業は介護保険法第１１５条の４５の規定により、市町村に実施が義務付けられている。

○ 要介護状態等ではない高齢者に対して、心身の機能や生活機能の低下の予防又は悪化の防止のために必要な事業として、
各市町村が実施。

○ 介護予防事業は介護給付見込み額の２％以内の額で実施（介護保険法施行令第３７条の１３）

○ 平成２５年度 国費：１２４億円 総事業費：４９６億円  （介護保険法第１２２条の２）
（国１／４、都道府県１／８、市町村１／８、保険料（１号２／１０、２号３／１０））

二次予防事業（旧：特定高齢者施策）

【対象者】高齢者全般

【事業内容】
○ 介護予防普及啓発事業、
講演会、介護予防教室等の開催、啓発資材等の作成、配布等

○ 地域介護予防支援事業
ボランティア育成、自主グループ活動支援 等

一次予防事業（旧：一般高齢者施策）

【対象者 】要介護状態等となるおそれのある高齢者（生活機能の低下等がみられる高齢者）

【事業内容】
○ 通所型介護予防事業

運動器の機能向上プログラム、栄養改善プログラム、口腔機能の向上プログラム、複合プログラム 等
○ 訪問型介護予防事業

閉じこもり、うつ、認知機能低下への対応、通所が困難な高齢者への対応 等

厚⽣労働省



みえてきた課題
l要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者の事業参加率は低
かた一方，その把握等に多額の費用を要した．

l参加動機が基本チェックリストへの該当であり，本人の意思とは関係
のないところにあった．

l終了後に活動性が低下し，二次予防事業の成果が持続できない
ケースがあった．

費用対効果の向上
虚弱高齢者を把握する手段の見直し

参加者の意欲向上
トレーニングに偏らないプログラムの立案

終了後の受け皿づくり

介護予防・日常生活支援
総合事業で実現



保険者機能強化推進交付金・
介護保険保険者支援交付金





① ② ③
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地域リハビリテーションの理念



地域リハビリテーション とは
障害のある子供や成人・高齢者とその家族が，住み慣れたところで，一生安全に，
その人らしくいきいきとした生活ができるよう，保健・医療・福祉・介護及び地域住
民を含め生活にかかわるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場
から協力し合って行う活動のすべてを言う．

日本リハビリテーション病院・施設協会，2016改定

1.リハビリテーションサービスの整備と充実
①介護予防、障害の発生・進行予防の推進
②急性期・回復期・生活期リハビリテーションの質の向上と切れ目のない体制整備
③ライフステージにそった適切な総合的リハビリテーションサービスの提供
2.連携活動の強化とネットワークの構築
①医療介護・施設間連携の強化
②多職種協働体制の強化
③発症からの時期やライフステージにそった多領域を含むネットワークの構築
3.リハビリテーションの啓発と地域づくりの支援
①市民や関係者へのリハビリテーションに関する啓発活動の推進
②介護予防にかかわる諸活動を通した支えあいづくりの強化
③地域住民も含めた地域ぐるみの支援体制づくりの推進



活動指針
地域リハビリテーションは、障害のある全ての人々や高齢者にリハビリテーションが
適切に提供され、インクルーシブ社会を創生することを目標とする。この目的を達成
するため、当面、以下のことが活動の指針となる。

• 障害の発生は予防することが大切であり、リハビリテーション関係機関や専門職は、介護予防にかかわる諸活動（地域リ
ハビリテーション活動支援事業等）に積極的にかかわっていくことが求められる。

• また、災害等による避難生活で生じる生活機能の低下にもリハビリテーションが活用されるべきである。
• あらゆるライフステージに対応してリハビリテーションサービスが総合的かつ継続的に提供できる支援システムを地域に
作っていくことが求められる。

• ことに医療においては、廃用症候の予防および生活機能改善のため、疾病や障害が発生した当初よりリハビリテーション
サービスが提供されることが重要であり、そのサービスは急性期から回復期、生活期へと遅滞なく効率的に継続される必
要がある。

• さらに、機能や活動能力の改善が困難な人々に対しても、できうる限り社会参加を促し、また生あるかぎり人間らしく過ご
せるよう支援がなされなければならない。

• 加えて、一般の人々や活動に加わる人が障害を負うことや年をとることを家族や自分自身の問題としてとらえるよう啓発さ
れることが必要である。

• 今後は、専門的サービスのみでなく、認知症カフェ活動・認知症サポーター・ボランティア活動等への支援や育成も行い、
地域住民による支えあい活動も含めた生活圏域ごとの総合的な支援体制ができるよう働きかけていくべきである。

日本リハビリテーション病院・施設協会，2016改定



講義３ まとめ
• 保健と予防の一体的実施が6割の市町村で始まり、令和6年には9割を超
える見通しの中、通いの場において健康増進を目指した課題の発見、解決
による生活機能の向上を目指す。
• 認知症高齢者は2025年以降も増え続け、引き続き施策を推進する。予防
と共生を両輪とする中で、WHO認知症予防ガイドラインには社会参加や
難聴への対応が盛り込まれている。
• 2040年に向けて介護予防はますます重要性を増す中で、これまでの反省
を踏まえ、費用対効果や参加意欲を高め、効果を継続する取組を行う。
• 市町村事業を行う保険者機能の強化には交付金を設けられており、効果
的な取り組みを評価する仕組みが導入されている。
• 介護予防は地域リハビリテーションの理念や活動指針を踏まえ、住民への
啓発や体制整備を踏まえて積極的に関わることが求められている。


